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要旨 : 本研究は，「災害リスク／災害『福祉リスク』」及び「新たな社会的リスク」に対応
した地域福祉を基調とする「リスクヘッジ型福祉的公共機構の理論化」の課題について検
討することを目的としている。3.11以降，「災害福祉リスク」ならびに「新たな社会的リ
スク」が顕著となり，「リスクの普遍化」が進展している。その中で，「安心・安全」を保
障する「セキュリティ」と「福祉的問題解決」のための「ソリューション」については現
行の地域福祉システムの機能的再編が喫緊の課題となっていることを指摘した。そのため
の福祉機構モデルとして，地域包括的ケアとコミュニティソーシャルワークの有機的連携
ならびに「新たな公共領域」を連携／恊働の基軸におくローカル・ガバナンスとソーシャ
ルアドミニストレーションからなり，地域福祉計画に実行が担保されるイメージをもつ重
層的支援システムのコンセプトモデルを構築し，理論化に向けた課題について検討した。
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は　じ　め　に
本稿の基本的問題意識は，3.11東日本大震災（以下，3.11）以降あらためて顕著になった「新
たなリスク」の状況について，社会福祉的文脈に位置づけ整序することならびに 3.11復旧の現
状から析出できる「災害『福祉リスク』」と対応しうるリスクヘッジ型福祉的公共機構（以下，
福祉的公共機構）を構成する基本的概念について検討し今後の理論的課題を整理することである。
すでに，「新たな社会的リスク」が社会保障政策における所得保障を中心とするセーフティネッ
トの機能不全に起因する問題であることを指摘した先行研究の整理から社会福祉の問題として対
象化する視座ならびに，福祉政策とコミュニティソーシャルワーク（以下，CSW）を一体的に
構想して行くことの重要性を指摘した1）。そのことを踏まえながら，3.11以降の状況を含めて社
会福祉とその実践体系である地域福祉システムの課題を考えると，対象となる「新たなリスク」
については，一般化・多様化しており，そのような現状は「リスクの普遍化」した状況に対して，
「リスクの社会化」2）へとフェーズ移行が進んでいることを，福祉政策のテーマとして検討してい
かなければならない。そのことが，本稿での基本的主張となるリスク分散型の機能的な福祉的公
共機構を構築していかなければならないという文脈を形成する。社会福祉のパラダイムを実体概
念と捉え，福祉政策的な目的を措定すれば，その目的には「自立」と「社会的統合」が配置され
る。その際，リスクへの福祉的対応について，社会保障／社会保険システムとの機能分担的観点
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から，福祉政策／地域福祉実践における個別的対応に主眼をおく接近を構想しなければならない。
その構想の具体化においては「新しい公共領域」が弾力的に機能するシステム設計とともに「安
全・安心」の「セキュリティ・システム」「問題解決」の「ソリューション・システム」が基本
的柱となる。とりわけ，リスクが心理社会的要素と密接不可分であることも考慮すれば「安心・
安全」を基軸にした「セキュリティ・システム」の構築は喫緊の課題となる。本論では両者を含
めた一体的な福祉的公共機構モデルの構想に向けて，その前提となる基本的概念をはじめとする
福祉政策／地域福祉の理論的課題について考察を進めていく。
1.　3.11と「リスクの普遍化」・「リスクの社会化」の文脈
（1）　「新たな社会的リスク」に対する社会保障・社会福祉の相補性
「社会的リスク」への対応としては，社会保障／社会保険システムにおいて国民共通のリスク
を特定・限定し，とりわけリスクが現実化した場合に対する一般的な防貧機能として社会保障体
系の中に位置づけられてきた。この場合，ライフコース上に生じる共通的なリスクに対しては，
集合的な対象把握がなされてきた。
「新たな社会的リスク」の対応をめぐっては，社会保障と社会福祉の相補的な関係については
検討が必要になってきている。この場合「新たな社会的リスク」とは，流動性の高い社会経済情
勢の中で人間をとりまく社会適応上の課題がより多様性と複雑性を増している中で従来のセーフ
ティネットの枠組みでは対応が難しい「社会的リスク」の出現として理解される。いわゆる標準
的で主として経済保障の対象としての「社会的リスク」は意味を変質させた。それに合わせて，
従来のセーフティネットは自立を促進するための所得保障に加え，就労支援と生活支援を個別か
つ弾力的に中長期で一体的に構想していく必要がある。すなわち主として経済的保障の対象だっ
た「社会的リスク」は，いまや貨幣的な保障のみでは解決が難しいという側面があり，その対応
については個別的な問題把握と，自立に向けた専門的ケースワークと生活支援が一体となった福
祉臨床的関わりをきめ細やかに段階を設定し，多様な主体の参画とともに考えていく必要が生じ
ている。
しかしながら，いままで福祉政策／地域福祉という場面では，「不確実性／リスク」という概
念が学説的に扱われることは管見の限りにおいては皆無であった。前述のリスクという概念は社
会保障政策で人生の標準的なライフコース上で，多くの人に共通化された主として所得減少・生
活破綻というリスクに結びつくという側面から「社会的リスク」として保障されてきた。一方の
福祉政策／地域福祉においては，予防的な社会福祉の文脈にその視点を看取できる。その源流に
位置する岡村重夫（1974）が予防的社会福祉ということを地域福祉の構成要件としてあげている
が，そこではいわゆる社会政策を関連諸施策としてあげ，関連諸施策との調整的機能が予防的福
祉と整理している。また三浦文夫（1971）がイギリスのコミュニティケアの分析からコミュニティ
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ケアにおける地域福祉組織化及び主体形成の役割を予防的な社会福祉機能として分析しているが
福祉政策／地域福祉の理論的系譜の中で，未発生事象のリスクを対象化すること，リスクを主題
として事前的・予防的な観点からの概念整理はおこなわれてこなかったといえる。しかしながら，
多発する「自然災害リスク」，それに伴い生じる「災害リスク」，さらにグローバル資本主義経済
による労働市場の流動性／個人主義化が進む一方で，家族，地域社会という社会関係資本も脆弱
となっており自然災害を含む，「新たなリスク」状況生活の安全，安心に対する脅威となっている。
これら増加する「新たなリスク」状況は，従来の社会保障政策の見直しと合わせて，福祉政策／
地域福祉において理論的実践的課題となっている。
（2）　「社会的リスク」と「新たな社会的リスク」への地域福祉的接近
従来の「社会的リスク」とは，社会保障政策の範疇において主として人生の標準的なライフコー
ス上に想定される所得の減少や予測が困難な心身の不調等によって被らざるをえない社会生活上
のリスク／危機のことを意味した。それは，失業・リタイアによる所得の喪失・減少，中長期に
及ぶ療養生活，加齢により不可避とされる介護生活等が主たる対象となるリスクであり，いわば
社会保障によるセーフティネットによってリスクは分散化されていた。しかしながら，貧困・社
会的排除研究の進展3）ならびに，2012年 10月時点で生活保護受給者の 214万人を超える増加報
道に見られる現象は，いわば社会的セーフティネット機能の綻び・劣化を指摘し「新たな社会的
リスク」として認識され，それは「リスク社会における不確実性の増大」及び「リスクの個人化」
に起因し，複合的かつ動態的特質をもつ事象として知覚され発生予測とその被害程度の予測にも
困難を伴う特徴を持つ新たな社会的リスクである。「主として女性労働と家族関係の不調和，労
働市場・雇用の不安定化に起因する問題，高学歴化・複雑化した社会とスキル・コンピテンシー・
能力開発，高齢社会に起因する多様な社会的課題との関連から発生が予測される危機的状況」と
一応の定義をおいておきたい。これらの領域は，主としてソーシャルポリシーの問題であるが，
リスクという問題の複合性を鑑みれば，その対応は一つの政策分野に留まる問題ではないことは
もはや自明である。この場合，対象となるリスクの全体性及び複合性・動態性を把握する視点と，
政策から実践までを総体的に構想する接近方法が重要となる。そのようなことを踏まえると，社
会保障と社会福祉の相補的関係には，実態に則した検討が課題となるし，とりわけ福祉政策と地
域福祉／コミュニティソーシャルワークの一体的展開が以前にも増して重要になってくる。これ
らリスクの特性を踏まえた福祉政策における社会的安全網の張り替えが行われるとともに，そこ
からの落層者層に対して，就業力・能力開発と連携したソーシャルワーク的な個別支援と，福祉
政策から福祉臨床を結ぶ全体調整技術としてのソーシャルアドミニストレーション技術が円滑に
作用するような弾力的な仕組みにもとづき「包摂主義的福祉」が構想されなければならない。
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（3）　3.11で顕在化した「災害リスク」と「災害『福祉リスク』」
3.11は被災地に甚大な被害を及ぼしたが，「社会的弱者」が「災害弱者」であることを強く裏
付ける事象が多く見られた。特に高齢者に被害が集中的に現れており，いわゆる災害時に「特段
の配慮」が必要となる「災害時要援護者」が津波被害や避難所生活において多くの生命を失っ 
た4）。津波の被害にあった高齢者福祉施設については主として地理的条件ならびに避難誘導にあ
たる職員が不足する等が致命的となった。もう一方で，津波による被害から逃れたものの，避難
所生活の過酷さ劣悪さ，また救援物資の不足が，低温症，脱水症状，低栄養状態，医療処置の圧
倒的不足は，いわゆる救急期・応急期で連鎖的な死を招く原因となった5）。地震等自然災害の発
生自体を避けることは不可能であるということを踏まえつつ，事前の備えにより，被害発生頻度
の抑制ならびに被害程度を最小限にとどめる対策が重要となる。そのためには，3.11を踏まえた
福祉の対象となるリスクの特定とリスクマネジメントによるリスクコントロールの予防・軽減の
観点から防止・分散・結合・撤退・制限から，セキュリティ効果を高めていく必要がある。そこ
で問題となるリスクとは，災害によって被る損害等に関する人間の福祉を脅かすリスクであり，
3.11に生起した顕著な事例を始めとして，多数の被害実態が明らかになっている。これらの事例
からは，災害時に人間の福祉に関わる特有のリスクを抱えた存在がうかびあがり，これらは「災
害『福祉リスク』」6）（以下，災害福祉リスク）と呼称することができる。また，これらのヴァル
ラネラブルな特性を有する人々は，平時において医療・福祉・介護等を利用しながら生活してお
り，災害時に発生するリスクは一般の人々にも生じる「災害リスク」に加え特定のヴァルラネラ
ブルな人々の生存・生活を脅かすことが想定される危機的状況という「福祉リスク」からなる，
二重のリスクの重なりから理解されなければならない。そのことを踏まて，一般的にいわれる「災
害リスク」とは異なる理解が必要となる。ここでは，災害福祉リスクの定義として「災害発生か
ら生活復興過程に生じる避難生活等における生命・生活（life）の継続について環境への再適応
過程にレジリエンスを欠く状態，それに応じて，特別の環境調整的支援ならびに緊急・応急的支
援が必要になることが予測される危機的状況とその発生可能性」7）を踏まえ議論をすすめていく。
2.　基本概念の検討
（1）  「福祉的公共機構」 ─ 福祉的災害対応に主眼をおく地域福祉の機能的重層システム ─
福祉的公共機構とは，地域社会を実践フィールドに地域福祉のどのような実践理論体系を基礎
に具体的にはどのような社会資源の配置と機能的相互関係のもとに成立する機構として構想され
るのか。それは，新たなリスクに対するセキュリティとソリューション機能を強化した「新たな
公共領域」をとりいれた包括的な地域福祉サービスシステムとなる。その基礎となる地域福祉の
基本的枠みを構成要件に求め批判的に解釈すれば，従来ややもすれば，コミュニティオーガニゼー
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ションに基盤をおく，組織化，運動論に比重を置く地域福祉から包括性を高めた多様な自立的生
活支援機能を内含した地域福祉的サービスへのシステム的転換を図っていくことが求められる。
そのことは，現在の地域包括ケア及びそのシステム化に基調をおく議論と CSWサービスのデリ
バリー化を「ソリューション」と「セキュリティ」というコンセプトで地域福祉サービスシステ
ムとして統合していく一つのプロセスとして理解できる。具体的には，「新たな公共領域」をも
とにした社会資源の開発とシステム化ならびにリスクマネジメントから危機管理を含めた福祉的
機構の再構築が必要とされることになる。3.11以後の被災地では，復興支援及び仮設住宅支援で
は，介護等のサポート拠点で実施している包括的な生活支援が仮設住宅生活の中での多様なニー
ズに対して柔軟・機動的な形で生活支援サービスとして展開されている。いわゆる家族介護・家
族支援を前提としないきめ細かな生活に密着した生活支援が，既存のフォーマルな福祉サービス
の枠組みに限定されることなく包括的に提供されており，公私の連携／協働のあり方，生活に立
脚したシームレスケアが今後の地域における包括的ケアシステムの構築に向けた参照事例とな
る。
また，地域福祉は具体的に地域社会に生起する様々な問題解決に関する実践的な社会技術体系
であるという理解に立てば，災害福祉リスク，新たな社会的リスクに対する安全安心を保障する
地域福祉のシステムが必要になろう。被災地においては，従来のコミュニティケアないし限定的
な地域包括ケアの枠組みでは支援を継続することは難しい生活場面が散見される。中長期的な観
点から，福祉コミュニティの形成，住民の主体形成，政策・制度化に向けてのアドボカシー的な
運動論の重要性に変わりはないが，3.11以降の地域社会に生起する多様なリスクに対する問題解
決の技術体系としての枠組みについては再構築が必要になる。重要なのは，地域福祉計画の策定，
コミュニティ・ガバナンスの創造，地域包括ケアとコミュニティソーシャルワークの調整・運営
技術としてのアドミニストレーション機能をもった重層的な福祉的公共機構モデルの構築であ
る。その構想の前提として，地域福祉における「自律」と「資源」「ニード」については理論的
検討が必要になるほか，「供給システム」については価値創造的機能ネットワーク化と統制のた
めのレギュレーションのあり方が検討されなければならない。
以上述べてきた地域社会レベルのガバナンスの再考の必要性を踏まえると，リスクマネジメン
ト／危機管理対応をインプットした機能的な福祉的公共機構が地域福祉の展開基盤として必要に
なる。その基盤の上に，地域包括ケアシステムならびに CSWの展開が実機能化するイメージに
なる。
（2）　広域的連携・官民恊働・民民支援
連携／恊働とは，公共的問題の解決に向けた多様な主体間による協議運営方式のことを指す。
3.11以降の被災地復興の場面からは多様な連携／恊働関係が析出されている。地域福祉において
は，多様化するニーズに対して公私にわたる主体の組織化による問題解決と理解され具体的には，
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官民の水平的パートナーシップによる ppp方式（public-private-partnership）で構成される。と
りわけ，この場合新たなリスクへの対応を検討する場合，その対策は問題の根源となる上流域か
ら，リスクが現実になっている下流域での対応までを含めて政策から臨床までを地域福祉におけ
る，全体的／総合的なマネジメント的対応が必要になる。新たなリスクへの対応については，福
祉政策（計画）から地域福祉的サービス供給に至るプロセスが水平的なパートナーシップにより
組織化され機能分担することが枢要となる。いわば，上流域となる政策から実際の臨床的福祉サー
ビス提供される下流域までが，従来の予算・権限による垂直的な上意下達方式で運営されるので
はなく，社会的課題の解決に向けた官民の機能的分担が協議方式等で担保され問題解決に向けて
資源の最適化が図られていかなければならない。
具体的には，3.11以降に顕著となっている被災地地域支え合い体制づくり事業における仮設住
宅の支援や，被災地ならびに後方支援地域における復興プロセス支援，小中学校区における自治
組織の地域防災・減災ネットワーク会議，指定避難所・収容避難所・福祉避難所に関する取り決
めに際しての自治会における協議方式等について，3.11以降の公私の役割分担の考え方の変化も
踏まえながら，NPO等が「新たな公共領域」の担い手の社会的機能を検討しなければならない。
以上を踏まえ，さらに地域福祉計画の地域戦略（野口 2007）で構想されている重層的な地域圏
域設定と地域福祉計画レベルと住民自治・ガバナンスを参照すると，3.11東日本大震災の復興プ
ロセスから生起している復興過程における恊働支援をマクロからミクロまで 3つに類型化するこ
とができる。ミクロ・レベルでは，地域防災・減災体制を小学校・中学校区等の自治会連合会で
住民主体において検討・意見集約をしつつ行政との協議方式による恊働モデルである。メゾ・レ
ベルでは，市町村行政・社会福祉協議会・NPO等住民参画型組織が復興支援の恊働体制を構築
してモデルである。マクロ・レベルは，都道府県・市町村と異なる専門性から構成される NPO・
住民参画型組織が一つの恊働型の事業スキームを構築し，被災地市町村が民間の人材派遣会社が
運営管理する仮設住宅支援事業への広域的・後方支援を展開している恊働支援モデルである。
（3）　リスクヘッジ
「人間の生活を脅かすあらゆる事象」をここで生活リスクとすれば，地域福祉の対象となる生
活リスクは大きく 2つにわけることができる。災害福祉リスクを含む新たなリスクに対して，リ
スク分散機能をもつ福祉的な機構を位置づけることによって，地域内外にリスクシェアリングを
行うということが基本的ロジックとなる。
リスクマネジメント理論におけるリスクコントロールは，リスクの回避・除去・転嫁・保有か
ら構成される。自然災害の発生自体は防ぐことはできないので，損害をいかに予防，軽減，さら
には防止・分散・結合・撤退・制限できるかがリスクコントロール上の課題となる。福祉的公共
機構モデルで重要になるのは，自然災害等により発生する災害福祉リスク，新たな社会的リスク
に対して，いかに公共的な観点からリスクの分散と危機管理的安全網を社会的な仕組みとして構
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築できるかという視点である。そして，危機管理上は，緊急・応急・復旧段階における相互支援
協定のレギュレーションをいかに事前協議を通して決定することができるかという点に着目する
必要がある。マクロレベルでは，自治体ユニット等の相互支援協定等で職員派遣や避難者の受け
入れ体制を整備する等の動向が確認されている8）。これらは，いずれも平時におけるリスクコン
トロールの実例であり，事前に災害時におけるリスク対応を相互に結合・分散することで，危機
管理対応への見通しをつけている点で優れてリスクコントロールの好例だといえる。3.11のよう
に行政機能を喪失させた市町村の場合，復興・復旧に関する莫大なコストを要することになるほ
か，地域社会の生活インフラの復旧から日常生活の回復までは時間的ロスは大きい。それだけ，
地域の生活復興にも遅れるだけ災害福祉リスクが生じる結果となる。このような復興におけるリ
スクを予防・軽減・分散・結合するためにも，都道府県単位ならびに市町村単位で事前協議の上
で相互支援協定を締結することはリスクコントロールの有効な方法である。また，新たな公共を
含めたリスクヘッジを考えるには，垂直的／水平的なネットワークガバナンスを構築し，権限の
分散を始めとしてコミュニティにおける機能的な分散を行うことで，被害程度の予防・軽減が図
れることになる。また，自治会と行政組織による協議方式によるリスクの分散が考えられる。地
域社会に存在するリスクに対して，町内会・自治会等の小地域福祉活動と協議方式によるプラッ
トフォームを構築して，リスクコントロール，危機管理に対する合意形成ならびに危機管理対応
について協議することを意味する。
3.　「リスクヘッジ型福祉的公共機構」のコンセプト・モデル
リスクヘッジ型福祉的公共機構の目的は，地域を単位とした自立生活の実現のために 24時間
／ 365日の保障される保健・医療・福祉・介護等からなる統合的なシームレスケアと，社会統合
を目的にした参加機会保障型の福祉政策を軸にした再編が必要になる。また，3.11のような大震
災にも対応しうる安心・安全を保障することを目的に編成されるリスク対応のセキュリティを備
えたリスクヘッジ型の仕組みを構築することが重要になる。
福祉的公共機構の基本的な柱になるのは，① 地域包括ケア，② リスクマネジメント（以下，
RM）③ ソーシャルアドミニストレーション（以下，SA）である。① については，今後の高齢
化／人口減少社会を念頭に地域自立生活を構想する場合に家族介護を前提としない生活支援サー
ビスをシステム化することが不可欠であるほか，その他の福祉的相談支援についても多様なニー
ズ・リスクに対応しうる CSWの展開がシステム化される必要がある。また，それを支える多様
な主体の創造及び主体間連携／恊働の実機能化する仕組みづくりが「新たな公共領域」を軸にし
て構想されることになる。その際，SAの総合調整的技術は，多元化した主体のガバナンスなら
びにそのネットワーク化に際しては洗練された専門的技術として以前にも増して重要な技術とな
る。また，前述してきた「新たなリスク」についても地域包括ケアの対象としてサービス供給シ
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ステムの中で対象化されることが必要になる。その際，リスク対応において枢要になるのは，政
策から臨床までの全体論的アプローチであり分野横断的な総合的な視座からリスクの最適化が図
られなければならない。その意味では図 1ピラミッド全体が有機的に相互作用するよう総合調整
技術として位置づけられる SAがここでも重要になる。さらに，3.11を念頭に「災害福祉リスク」
に対応できる新たな付加すべき基本スペックとして不可欠なのは，① 「安心・安全」の保障体系
としての RMの「セキュリティ」機能であり，市町村自治体単位で大震災に対応しうる生存／
生活のバックアップシステムを構築する必要がある。この機能は，RM理論における予防，軽減，
分散，結合，撤退，制限から概念化され地域の新しい公共にもとづいたバックアップ機能を構築
する上での基本コンセプトとなる。その際，自然災害と社会災害を区別し，発生しうる「災害福
祉リスク」を中心にして，発生予防，被害の軽減，の観点から地域内外とのネットワーク化，広
域的相互支援協定を広域的・多元的にかつシステム運用に柔軟性をもたせながら構築し，リスク
コントロールを推進することが市町村自治体では重要になる。また，保健・医療・福祉・介護の
サービス供給システム構築における最重要課題としては，② 「問題解決」体系の「ソリューショ
ン」機能を最適化するための SAが重要になる。この両機能は，① が「災害福祉リスク」に対応
するようなバックアップシステムとしての機能性を有しているほか，② は「新たな社会的リスク」
にも重層的な社会資源の配置を可能にするような恊働型ネットワークガバナンスを効果的に接合
していく SAによる総合調整的機能から構成される。このような基本的機能が従来の地域福祉の
基本的枠組みならびに地域包括ケアとその展開システムとなるコミュニティソーシャルワークの
デリバリー化，その基盤となるローカルガバナンスと地域福祉計画の策定過程ならびに策定内容
に埋め込まれて実機能することが基本的な設計構想となる。
図 1　リスクヘッジ型福祉的公共機構（イメージ）
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４．「福祉的公共機構」の理論化に向けた課題 
（１）「主体」ならびに「ガバナンス」の再検討 
地域福祉において、「公私関係」を考えることは決して新しいことではなく、連携・恊働は地
139大震災を契機にしたリスクヘッジ型福祉的公共機構の理論化に向けた課題
4.　「福祉的公共機構」の理論化に向けた課題
（1）「主体」及び「ガバナンス」の再検討
地域福祉において，「公私関係」を考えることは決して新しいことではなく，連携・恊働は地
域福祉を推進する上で不可欠な議論である地域福祉計画の中で，いわば地域福祉推進の基盤とな
るローカルガバナンスを構築していく上では要に位置づけられる理論的検討課題となる。この議
論は，古くは地域福祉理論の源流にあたる「新たな公共（右田 : 1973）」によって提起されていた。
その後，地域福祉研究では活発な議論に発展することもないままにされていた重要な論点であり，
「新しい公共円卓会議『新しい公共宣言』」で「新たな公共」が政策推進理念として示されるに至っ
た。社会福祉政策の研究分野では，戦後社会福祉における公私関係の変容という主題で論じられ
ている（小笠原 2002）。しかしながら，地域福祉の実践場面では，官民の連携／恊働の実践の集
積が進んでいるが，3.11以降に具現化された NPO／企業の社会貢献等を含めた「新しい公共領域」
の形成に関する議論については十分に整理されているわけではない。3.11以降の復旧から復興と
いう地域社会の共通目的に向けて実機能化した「新たな連携・恊働モデル」が生まれており，そ
のような「主体間関係」のあり方の検討等，新たな地域の福祉的公共機構のメカニズムを検討す
る上でも参照事例になると考える。
（2）　地域包括ケアと CSWの重層的支援システム
3.11は，機能的地域福祉の必要性を再認識する契機となった。それは，いわゆるゲマインシャ
フト的な互助からゲゼルシャフト的な共助，そしてアソシエーション型の地域社会への転換を伴
うものであり，中長期的には社会関係資本の醸成を通じたコミュニティ形成が必要だが，同時に
不測の大震災等の自然災害，マクロ経済社会システムの構造転換という社会的諸条件の変動に伴
い生じる「新たな社会的リスク」に対しては，自助の責任範囲を超える問題であり社会的対応が
検討されなければならない。そのような新たな社会的課題に対しては，従来の地域福祉について
検証の余地がある。
では，地域福祉のサービスシステムとして構想をもつ地域包括ケアの具体的な展開の中で，地
域包括ケアならびにコミュニティソーシャルワークについては，どのような機能分担のもと地域
展開をしていくことになるのか。地域包括ケアは，自立支援を目的として，基本的に家族ケアを
前提としない包括的なケアシステムを市町村単位でサービス，エンジニアリングしようとする試
みである。したがって，生活を成立させるためのあらゆる生活支援サービスが配置されていなけ
ればならない。また，総合的相談機能として個別支援的なコミュニティソーシャルワークが全体
の調整を担い地域包括ケアシステムの機能の最適化を図らなければならない。いわゆる地域包括
的ケアにおけるあらゆる生活支援サービスとソーシャルワークの関係は相互補完的な機能分担に
なる。基本的構図は，この地域福祉における基盤システムを土台としながら，地域包括ケアシス
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テム（CSWを含めるかは要検討）が重層的に構成される。今後の課題は，コミュニティケアと
コミュニティソーシャルワークを一体的に構想したイギリスのシーボーム報告，バークレイ報告，
グリフィス報告に一連の参照情報があると思われるし，その戦略性と課題については大きな参考
材料となろう9）。また，イギリスの一連の福祉政策と実践理論から研究着想をえていると思われ
る大橋 CSW研究，また三浦のコミュニティケア研究について，その理論的架橋を含めて大きな
課題となる。
（3）　ローカルガバナンスとソーシャルイノベーション
また，問題解決を担う「主体」の問題にも再考が求められる。3.11における復興までの段階で
大きな役割を果たした NPO，ボランティア組織，企業組織の社会貢献活動及び社会的企業等に
ついては，新たな公共領域における責任の担い手とするならば，改めてその活動を組織化するた
めの基盤づくりや人材の育成などが課題となる。このような 3.11以降のサードセクターを中心
とした新たな公共領域をめぐる議論は，地域福祉ならびにコミュニティソーシャルワークにおけ
る「主体」「主体間連携」「供給システム」に関わる地域包括的ケアならびにローカルガバナンス
のあり方にも再考を迫る問題となり多様な主体が社会的課題をもとに協議体を構成し，前述した
プロジェクト方式で民間非営利等の組織が継続的かつ発展的に活動を推進していくことを念頭に
したアドミニストレーションのあり方が志向されなければならない。
上記，マクロ・メゾ・ミクロに関する 3つの恊働支援モデルが重層的に展開される「新たな公
共領域」の形成については，災害福祉リスク及び新たな社会的リスクに対応しうる恊働が実機能
化したローカル・ガバナンスとして福祉的公共機構モデルのインプット情報にしていく必要があ
る。この福祉的機構は，問題解決・プロジェクト志向の恊働であり，行政，新たな公共領域とし
て民間の社会貢献・NPO等が機能的に位置づけられ，官民の水平的な恊働による PPP方式の事
業スキーム等で事業推進が図られていく。また，地域内外との情報共有のプラットフォーム機能
ならびに広域的な協定等の締結を含むネットワーク機能が組織化されている。　
また，新たな社会的リスクを問題解決する社会的リスクへの協働と新たな価値創造の機会につ
いても10），3.11以降の新たなリスクへの対応を検討するプロセスは，ソーシャルイノベーション
の契機となる。そのプロセスで生成される新たな官民恊働の事業スキームの構築は今後のローカ
ル・ガバナンスへとつながるプロセスであり，従来の支援枠組みを超えた恊働のスキームが現れ
ている。その中から地域福祉の主体の機能的な再編をめぐる文脈づくりができるのか。いわゆる
従来の地域福祉に対して，3.11の災害リスクを契機にした新たな官民の恊働事業モデルの構築と
事業推進で現れる展開については，特に NPO等の社会的機能について村田（2012）の整理にあ
る通り「福祉世界の回復」，「対抗的公共圏」の形成，「市民的専門性」という特徴が生かされれば，
日常生活に立脚した価値を創造する社会的イノベーション・モデルが創出され，地域福祉の推進
を変革する大きな潮流になる可能性もある。
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お　わ　り　に
3.11は地域福祉に新たな課題を与えた。すなわち，それは社会福祉の実践体系として位置づけ
られる地域福祉という「life＝生命/生活」を護る技術体系に，「災害『福祉リスク』」の対象化を
めぐる課題を提起した。また，社会保障と社会福祉を架橋する問題領域として「新たな社会的リ
スク」へのアプローチについても同様に地域福祉上の大きな課題となっている。これらの「リス
クの社会化」と表現される問題への対応は，地域福祉を担う「主体」及び「主体間連携／恊働」
のあり方について，「新たな公共領域」を基軸にしながら創造的かつ実効性のあるローカル・ガ
バナンスを構築しなければならない。
3.11からの復旧過程における多様な官民の恊働，また復興プロセスにおける仮設住宅支援に対
しては，既存の福祉的枠組みを超えるような全体的／包括的な支援が展開されている。また，こ
れらの動向は，単なる災害対応の好例ということに留まらず，地域福祉ならびに地域包括的ケア
のあり方を検討していく際，社会心理面も含む「人間の実存」を全人的に支援する包括的な包括
ケアモデルの一つとして今後の動向に注目する必要が有る。3.11以降の復興プロセスの仮設住宅
等で顕在化している様々な問題の解決を図ることは，いわば今後の新たな地域福祉を考える試金
石となる。そのようなことを踏まえながら，あらためて地域福祉で目指される「人間のよりよき
生の構築」に向けた機能的な保障体系を検討することが必要になる。
今回の 3.11を踏まえれば，特に災害リスクへの対応については，地域福祉の実践理論体系に
は大きな見直しが必要になろう。また，社会的リスクの問題についても予防的・包括的ケアで問
題発生を図っていくことが重要である。社会的リスク／災害リスクへの対応する包括的／予防的
ケアを構想する場合，そのニーズは多様にならざるをえない。その場合，官民の恊働にもとづい
た最適なガバナンスが創造されなければならない。災害福祉リスク及び新たな社会的リスクへの
予防的対応を含む問題解決型の地域包括ケアモデルとその基盤となる官民の多様なガバナンスに
もとづく重層的な福祉的問題解決公共機構の構築は喫緊の課題となる。
本研究は，平成 24年度文部科学省科学研究費補助金若手研究（B）「CSWの展開に資する地
域包括型予防システムの構築」の研究成果の一部である。
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注
 1） この主題については 23年度研究成果「社会福祉対象論におけるリスクへの視座 ─ 『社会的リ
スク』と『社会的排除』概念の検討を通して ─」の中で，「社会的排除」概念について先行研
究を精査するなかで，「新たな社会的リスク」の動態性・構造要因について述べ，さらに社会
福祉によるアプローチの必要性を指摘している。その中で参照情報は，「新たな社会的リスク」
という場合には，taylor-goody「new risks, new welfare」，宮本太郎／大沢真理の「新たな社会
的リスク」岩田正美の「新たな福祉問題群」，小笠原浩一の「行動的病理と生の所与性」と「主
体像」の関係から把握される生活リスクを参考にしている。
 2） この 2つの概念は，「リスクの社会化」については，リスク社会の議論につながる議論として，
リスクを社会的現象あるいは社会的特徴として多様化や社会的対応の必要性を強調する。それ
に対して，「リスクの普遍化」は，その問題の多様性とともに，対象者の拡がりから，より拡
張的な問題解決の仕組みづくりが必要になると文脈形成がおこなわれる。
 3） 「貧困研究（江口英一／岩田正美）」，「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に
関する検討会（炭谷茂）」，「格差社会・最低生活保障（橘木俊詔／駒村康平）」，「社会的排除・
PS事業（福原宏之／内閣府・湯浅誠）」，「こどもの貧困・こどもの貧困ネットワーク（阿部彩
／湯澤直美他）」，「無縁社会（NHK報道特集）」等がある。
 4） 津波被害については，大船渡市で特養「さんりくの園」が 11日自力で避難できないまま 53人
（要介護 4以上入居者 67人）が津波にのまれた（2011.3.19朝日新聞）。また，社会福祉施設
875ヶ所が被災，犠牲者の 9割が高齢者施設，宮城県山元町養護老人ホーム「梅香園」（定員
80名）では，入居者 34人と職員 20名が死亡し，12人が行方不明になったことが判明してい
る（2011.5.26朝日新聞）。
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 5） 石巻の「特養・一心苑」では，震災後の半月で入所者 60人のうち 13人の高齢者を相次いでな
くした。通常なら 1ヶ月に一人程度，津波被害はなく避難所に移送したわけでもない。問題と
なったのは，物資と人材の圧倒的不足であり，肺炎，低体温症，脱水による危険を指摘しており，
震災後に施設を孤立させない仕組みづくりの必要性を述べている（2011.6.16朝日新聞）。
 6） 「災害『福祉リスク』」とは，主として内閣府（2006）「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」
で定義されている高齢者，障害者，外国人，乳幼児，妊婦等，災害時に「特段の配慮」が必要
になる「災害時要援護者」を対象としたリスクを想定している。さらに言えばそれらの対象が
災害時に避難所生活等を継続する際に生じる環境適応上の危機的状況のことを「災害福祉リス
ク」としている。
 7） 本定義は日本リスクマネジメント学会・ソーシャルリスクマネジメント学会合同研究大会（於 :
関西大学 2012.11.17）「3.11で顕在化した「災害『福祉リスク』」とリスクマネジメントの視点」
の研究報告内容にもとづいている。また，過去の大震災からの経験的事実として，阪神・淡路
大震災ならびに新潟県中越地震の実態を踏まえて，2005年に内閣府が策定した災害時の要援護
者対策として「災害時要援護者の避難支援ガイドライン（災害時要援護者の避難対策に関する
検討会 2006）」の中で提起されている災害時要援護者の特徴を参考に 3.11で顕在化した避難所
等における危機的状況を参考にしている。
 8） 3.11で被災地となった岩沼市は福祉自体ユニットへ加盟している。そのユニットを通して，滋
賀県東近江市から 2011年 7月から 9月の 3ヶ月間に行政業務の支援を目的にした職員派遣の
支援を受けた。詳細は，右記を参照。http://www.shigahochi.co.jp/info.php?type=article&id= 
A0007930
 9） この点については，イギリスにおいてシーボーム報告の内容を受けて 1970年に地方社会サー
ビス法が制定されコミュニティケアを打ち出した点，続いて 1982年のバークレー報告でコミュ
ニティソーシャルワークという考え方が提唱された点，そして 1988年のグリフィス報告にお
いて両者を一体的かつ計画的に推進することを狙いとしてあげた点は参考になる。現在の地域
包括ケアの課題は，コミュニティソーシャルワーク機能との連携であり，そのことはインフォー
マル資源の組織化ならびにソーシャルワーク展開におけるニーズ把握が往還的に行われること
を意味する。このような福祉政策と福祉臨床までを総体化することが，地域福祉計画が画に描
いた餅に終わらず，有機的かつ実行性を担保するために重要になる。
10） 社会的リスクは，地域福祉の特質である地域の先端的問題を実験的・開発的に実践の中で問題
解決を図っていく上で改めて位置づけられなければならない領域であり，社会的リスクの地域
福祉理論への位置づけは改めて検討されなければならない。先行的な研究としては，福祉社会
開発という概念提起（野口）が，これら社会的リスクを包括的に捉える視座を有している。さ
らに，本稿では社会的リスクを社会保障と社会福祉の接合問題，すなわちマクロ・ソーシャル
ワークにおけるアドミニストレーション上の課題として位置づけ，今後の地域福祉における中
心的課題として再度位置づけることを試みている。
